（参考様式６）
農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）
宿毛地区活性化計画　改善計画書
　令和３年９月２９日作成　
	都道府県名
	計画主体名
	地区名
	計画期間
	実施期間

	高知県
	宿毛市
	小筑紫町、橋上町、平田町、山奈町地区
	平成29年度
～
令和2年度
	平成29年度
～
令和2年度

	事業メニュー名
	事業内容及び事業量
	事業実施主体

	地域資源循環活用施設（リサイクル施設）
	高性能林業機械（ハーベスタ１台）
	宿毛市森林組合


１　事業活用活性化計画目標の達成状況
	事業活用活性化計画目標
	目標値Ａ
	実績値Ｂ
	達成率（％）
Ｂ／Ａ
	備　　考

	雇用者数の増加
	3人
	△1人
	△33.33%
	

	農林水産物の高付加価値化や生産者の販売力強化等に必要な施設
	47,400千円
	91,488千円
	193.00%
	


２　効果の発現状況及び目標が達成されなかった要因
	宿毛市森林組合に高性能林業機械を整備し、素材生産性が向上したことにより、地域での林業の活性化に成果をあげている。雇用者数の増加については、職業安定所に求人募集を行い、林業大学校のガイダンスに参加するなど、雇用者の増加に努め、全体的な雇用者は増加したが、対象の林産分野での雇用が増えなかった。これは、就労状況や収入面等の理由もあり、造林・保育分野や林産分野等で人員が分かれるような形になっているため、全体では増加しているが、林産分野の人材が増加していない。


· 効果の発現状況については、目標の達成に直接関係するものだけでなく、事業実施によって生じた地域の変化（取組への参加や話合いの回数）等についても記載すること。
· 要因分析に当たっては、事業実施に係る要因と事業を取り巻く環境要因に分けて記載すること。環境要因については、社会経済動向、関連する施策の状況、実施地区を含む地域全体の動向等の考えられる要因を具体的に記載するとともに、事業実施地区における過去の指標の推移によるトレンドの把握や事業実施地区を含む地域全体や近隣地区における指標の推移との比較等により、事業実施による効果及び目標が達成されなかった要因を適切に分析すること。
３　目標達成に向けた方策
	目標達成予定年度
	令和７年度

	事業の推進体制
	林業大学校、市、求人募集を行う機関等関係機関との連携を図る。

	具体的取組方策

	・今回対象の林産に関する雇用は増えていないが、全体の雇用者数としては増えているため、造林、保育等の分野の人材にも林産分野を担うことができるよう、組合内で人材育成を行うなど取り組みを改善していく。
・求人募集の方面でも、引き続き職業安定所に募集をかけ、求人に関するガイダンス等を積極的に受講し、改善していく。


４　改善計画に対する第三者の意見
	（コメント）
具体的な取り組みにもあるように、全体的な雇用数は増えており、林産分野を担える人材を育成していけば、雇用も増加し、目標も達成できると思われる。
また、求人募集については、ガイダンス等を受講し反映、改善していってもらいたい。
(高知県森林組合連合会　幡多共販所 南所長)


※　第三者とは「当事者以外の者」「その事柄に直接関係していない人」であり、計画主体、事業実施主体、管理主体のいずれの組織にも属さない者で事業地区を熟知している者。
公務員は対象外とし、事業評価委員会等の組織を有する場合は積極的に活用すること。
